
 

千葉市人事考課実施要綱 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２３条の２の規定に基づき、法第６条第１項に規

定する人事評価として実施する人事考課（以下「人事考課」という。

）に関し必要な事項を定めるものとする。  

 （対象職員） 

第２条 人事考課の対象職員（以下「対象者」という。）は、一般職に

属する局長（準ずる職にある者を含む。）以下の職員で、次の各号に

掲げる者以外の者とする。  

（１）病気休暇、育児休業、休職等により考課期間中に勤務した期間が

１箇月未満の者 

（２）長期の出張又は研修等により、考課期間中に考課者が対象者の勤

務状況を把握することが困難であると総務局長が認める者  

（３）その他総務局長が定める者 

 （考課基準日） 

第３条 人事考課は、毎年３月３１日（以下「考課基準日」という。）

を基準に実施する。 

 （考課期間） 

第４条 人事考課の対象となる期間は、当該人事考課年度の４月１日か

ら考課基準日までとする。ただし、当該人事考課の考課基準日以前１

年以内に採用された職員についての考課期間は、その採用の日から当

該人事考課の考課基準日までとする。 

 （考課者等） 

第５条 人事考課を行う者は、考課者及び調整者（以下「考課者等」と

いう。）とし、総務局長が定める者とする。 

 （育成指導者） 

第６条 主査及びこれに準ずる者を育成指導者とする。 

 （考課者等の責務） 

第７条 考課者は、対象者の勤務状況を常に観察し、別に定める育成記



録書を作成するとともに、その業務遂行及び能力開発等に関して指導

及び育成を行わなければならない。 

２ 考課者は、考課者及び育成指導者の作成した育成記録書に記載され

た事実に基づき、別に定める考課基準及び人事考課表により、人事考

課を行い、調整者に提出しなければならない。 

３ 調整者は、考課者の作成した人事考課表の考課結果等を参考に調整

を行い、総務局長に提出するものとする。なお、調整者は、考課者に

対して、考課結果に関する説明及び育成記録書の提出等を求めること

ができるものとする。 

 （育成指導者の責務） 

第８条 育成指導者は、所属職員の勤務状況を常に観察し、育成記録書

を作成するとともに、その業務遂行及び能力開発等に関して指導及び

育成を行わなければならない。 

２ 育成指導者は、所属職員の指導及び育成に関して、考課者等と充分

に意見交換を行い、緊密な連携をとらなければならない。 

３ 育成指導者は、考課者等から育成記録書の提出を求められた時は、

速やかに提出しなければならない。 

 （面接の実施） 

第９条 考課者は、別に定める方法に従い、対象者と面接を実施しなけ

ればならない。 

 （会計年度任用職員及び臨時的任用職員）  

第１０条 第３条、第４条本文、第５条及び第９条の規定は会計年度任

用職員及び臨時的任用職員の人事考課について準用する。この場合に

おいて、第３条中「毎年３月３１日」とあるのは「任期の末日」と、

第４条本文中「４月１日」とあるのは「採用された日」と、第５条中

「考課者及び調整者（以下「考課者等」という。）」とあるのは「考

課者」と読み替えるものとする。  

 （条件付採用）  

第１１条 法第２２条第１項に定める条件付採用を正式なものとするか

否かについての判断のために行う人事考課の実施に関し必要な事項は

、総務局長が別に定める。  



 （委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、人事考課の実施に必要な事項

は総務局長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年１０月１０日から施行する｡  

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１０月１２日から施行する｡ 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

 


